消費税廃止各界連宣伝原稿（２０１２年６月２２日版）
市民のみなさん、こちらは消費税廃止各界連絡会です。
· 民主党政権は、消費税の10％への大増税を今国会で何が何でも通そうとしています。
国会は21日、国会会期を79日間延長し、９月８日までとすることが確認されました。民主・自民・公明３党の増税談合で合意した「一体改革関連法案」の「修正案」と「社会保障制度改革推進法案」は衆議院に提出され、21日午前の議院運営委員会で特別委員会に付託されました。自民・公明両党はまともな審議もせず、即刻衆院通過を迫っています。しかし、「法案」は、特別委員にも渡ったばかりで、内容は国民に知らされないまま、決められようとしています。国民イジメの法案に理がないことは、与党の姿勢を見ても明らかです。なんとしても廃案に追い込みましょう。
●消費税増税法案は、２０１４年４月から税率を８％に、２０１５年10月から10％に増税するというものです。すでに決まっている復興増税に加えて、給与所得控除や扶養控除の縮小も狙われており、年収３００万円のサラリーマンで年間18万を超える負担増です。給料１カ月分にもあたる負担増がおしつけられる大増税に耐えられるはずもありません。消費税の大増税は、いまでさえひどい景気をさらに悪化させ、国民のくらしや地域経済に壊滅的な打撃を与えます。民主・自民・公明３党の消費税大増税を何としてもやめさせましょう。

●政府は、「社会保障と税の一体改革」といって、社会保障のために消費税の増税が必要だと宣伝してきました。しかし３党合意の内容は、その言い訳さえ投げ捨て、増税だけを先行させるものです。また国会の質疑の中で、社会保障を充実させるどころか、年金給付の削減や、医療費の負担増などを削るという国民いじめの計画が明らかになりました。

この23年間に国民が払った消費税２３８兆円は、ほとんどが法人税減税の穴埋めに使われ、社会保障は切り捨てられる一方でした。国民いじめの消費税増税に反対しましょう。

●東日本大震災からの復興や、東京電力福島原発事故からの復旧、救済は始まったばかりです。被災者にも増税を押し付け、復興を妨げるのが消費税増税です。
そもそも消費税は、所得の低い人ほど負担が重い不公平な税金です。中小業者にとっては赤字でも納税を迫られる営業破壊税です。一方、輸出大企業は、消費税の輸出戻し税制度によって巨額の利益を得ています。増税で潤うのは大企業だけです。

●消費税の増税が不況の原因になることは１９９７年の税率３％から５％への引き上げで実証されています。日本経済を不況のどん底に突き落とし、くらしも経済も、財政も悪化させる消費税増税をやめさせましょう。

消費税を10％に増税しても、国の税収は増えません。国の財政を再建ためには、税金のとりかた、使い方を見直し、消費税増税にたよらない政治が必要です。不要不急の大型公共事業や原発予算、米軍への｢思いやり｣予算、政党助成金など税金のムダづかいにメスをいれさせましょう。そして、莫大な利益を貯め込む大企業や富裕層に応分の負担を求めれば、社会保障充実の財源が生みだせます。生活費は非課税に、能力に応じて負担する税制を求めていきましょう。

●各種の世論調査でも、６割を超える国民が消費税増税に反対しています。
そもそも、消費税の増税は一度も国民の審判を受けていません。２００９年の総選挙で当選した民主党議員の94％が「任期中に消費税は上げない」と答えています。消費税の増税は公約違反です。いま、国民いじめの消費税増税に、多くの人が反対の声を上げています。日本チェーンストア協会や日本百貨店協会、主婦連合会や日本消費者連盟も反対しています。１５００万を超える「消費税増税反対」請願署名が国会に提出されています。「大増税は許さない。反対だ」というあなたの声を国会へ届ける請願署名にご協力ください。
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